
平成 29 年度 高梁市 予算概要

特別会計

一般会計とは、福祉や道路、教育、消防など、市の基本的な仕事に関わる収入と支出を管理する会計です。

総額２２９億２０００万円（前年度比 6.5％減）

歳入

歳出 （目的別）（性質別）

国民健康保険や水道など、特定の収入により特定の事業を行うための会計です。

総額 166億 1012万円（前年度比 3.5％増）

市税　市民税や固定資産税、軽自動車税など
16.4％　37億 5802万円
繰入金　基金などからの繰入金
5.6％　12億 8306万円
使用料および手数料　公共施設の使用料など
2.2％　５億 556万円
諸収入　貸付金元利収入や雑収入など
1.6％　３億 7669万円
分担金および負担金　�老人ホーム入所負担金など
0.5％　１億 1776万円
その他　寄付金、財産収入など
0.6％　1億 2404万円

地方交付税　�全国の市町村が等しく行政事務を行えるよ
う一定の基準により国から交付されるお金

42.5％　97億 5000万円
市債　公共事業の財源とするための長期借入金
13.8％　31億 6690万円
国庫支出金　�使いみちが特定される国からの補助金など
7.7％　17億 7428万円
県支出金　�使いみちが特定される県からの補助金など
4.6％　10億 4778万円
その他　地方譲与税や地方特例交付金など
4.5％　10億 1591万円

　自主財源　26.9％
　地方公共団体が自らの機能に基づい
て自主的に収入するもの。地方税、分
担金および負担金、使用料および手数
料など。
　歳入総額に占める自主財源の割合（自
主財源比率）が高ければ高いほど、地
方公共団体の自主性と安定性があるこ
とを示します。

　依存財源　73.1％
　国や県の意思決定に基づき収入され
るもの。地方交付税、市債、国庫支出金、
県支出金、地方譲与税など。

議会費　議会運営に
0.8％　１億 9467万円
総務費　住民登録、防犯対策、選挙などに
13.1％　29億 9946万円
民生費　高齢者や子育て、福祉サービスなどに
26.8％　61億 4385万円
教育費　学校教育、スポーツ振興などに
13.8％　31億 4493万円
衛生費　健康増進、環境対策、ごみ処理などに
9.3％　21億 3720万円

労働費　�勤労者支援などに
0.2％　5517万円
農林水産業費　�農業、畜産業、林業の振興などに
4.8％　10億 8962万円
商工費　�産業、商工業、観光振興などに
1.8％　４億 789万円
土木費　�道路、公園、河川の整備などに
8.1％　18億 6513万円
消防費　火災、救急、防災対策などに
3.7％　8億 5031万円
災害復旧費　�災害復旧に
1.5％　３億 4057万円

公債費　借り入れた市債の返還に
16.1％　36億 8120万円
予備費　0.0％　1000 万円
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人件費　17.6％
40 億 3691万円

扶助費　10.9％
24 億 9473万円

公債費　16.1％
36 億 8111万円

普通建設事業費　13.4％
30 億 7816万円

災害復旧事業費　1.5％
３億 4490万円

物件費　14.5％
33 億 1740万円
維持修繕費　0.6％
１億 4504万円
補助費等　12.3％
28 億 1491万円
貸付金・出資金　1.1％
２億 4367万円
繰出金　11.7％
26 億 9175万円
積立金　0.3％
6142 万円
予備費　0.0％　1000万円

会計 予算額
国民健康保険特別会計（事業） 45億 5179万円
国民健康保険特別会計（直診） １億 696万円
国民健康保険成羽病院事業会計 16億 5888万円
へき地診療所特別会計 772万円
後期高齢者医療特別会計 ５億 2947万円
介護保険特別会計（事業） 46億 6297万円
介護保険特別会計（サービス） ２億 254万円
養護老人ホーム特別会計 12億 2234万円
特別養護老人ホーム特別会計 ２億 5202万円

会計 予算額
住宅新築資金等貸付事業特別会計 128万円
畑地かんがい事業特別会計 2188万円
水道事業特別会計 ３億 9345万円
簡易水道事業特別会計 12億 629万円
下水道事業特別会計 15億 7726万円
地域開発事業特別会計 ２億 1204万円
巨瀬財産区特別会計 141万円
宇治財産区特別会計 154万円
有漢財産区特別会計 28万円

地域振興、交通安全、防犯対策のために…　　総務費　　　　　　　　　９万５０５２円
福祉サービス充実のために…　　　　　　　　民生費　　　　　　　　１９万４６９７円
学校教育、スポーツ振興のために…　　　　　教育費　　　　　　　　　９万９６６２円
保健衛生、ごみ処理のために…　　　　　　　衛生費　　　　　　　　　６万７７２７円
農業、林業の振興のために…　　　　　　　　農林水産業費　　　　　　３万４５３０円
道路、公園、河川の整備のために…　　　　　土木費　　　　　　　　　５万９１０５円
火災、救急、災害、復旧のために…　　　　　消防費・災害復旧費　　　３万７７３９円
借入金返済のために…　　　　　　　　　　　公債費　　　　　　　　１１万６６５６円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　２万１１６０円

一般
会計 を市民 1人あたりに換算すると…

72 万 6328 円人口 31,556 人（平成 29年３月末住民基本台帳）

都市計画税
1億1660万円

3.1％

軽自動車税
1億1710万円

3.1％
市たばこ税

1億8460万円
4.9％

市民税
14億4120万円

38.3％
固定資産税
18億9832万円
50.6％

 * 鉱産税
    20万円
　　0.0％

一般会計
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